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サ プ ライヤ ー ・シス テ ム にお け る

EDIの 統 合 と効果*

日米 自動 車産 業 の比 較

真 鍋 誠 司

本論文では,日 米 自動車産業 を対象に,「 サプ ライヤー・システムの特徴」・「EDI

(電子 データ交換)の 統合状況」・「EDIの 効果」について比較分析 した。その結果,

以 下の4点 が明らかになった。(1)現 在 において も日本は米国 よりも協調的なサプ

ライヤー ・システムであること。(2)EDIの 内的統合 につ いては 日米 間で差がみら

れないが,EDIの 外 的統合は顧客 と進んでいる米国,サ プ ライヤーと進んでいる日

本 という特徴があること。(3)EDIの 効果 として,日 本は取引関係を改善す る効果

を認識する傾向があ り,米 国は取引機会を拡大す る効果を認識する傾向があること。

(4)米 国のサプ ライヤーにはEDIの 統合 と効果の間に関連性がいくつか認められ

たが,日 本のサプライヤーには関連性がほとん ど認め られないこと。

さらに,情 報技術を用いる企業の置かれている状況によって,そ の効果 は異な る

という示唆 も得 られた。

キーワー ド サプ ライヤー・システム,EDI(電 子データ交換),EDIの 内的統

合 ・外的統合,EDIの 効 果

1は じ め に

取 引 におけ るビ ジネ ス・ス ピー ドの向上や デー タ量 の増加 を背景 に,EDI(ElectronicData

Interchange;電 子 デー タ交 換)の 役 割が増大 してい る。EDIと は,「 標 準化 された手順 に基づ

き,企 業 間 で取 引情報 を電子的 に交 換す る こと」 であ る。EDIの メ リッ トと して,ペ ーパ ー

レス化 やデ ータの再入 力 を省 くことに よる コス ト削減 が挙 げ られ るだろ う。 しか しなが ら,

企 業がEDIを 採 用 ・導 入す る理 由に は,以 上 の よ うなメ リッ トによる ものだ けでは ない こと

が既存 の研 究 で明 らか に され てい る。端 的 にいえば,取 引相 手 か らのEDIの 採 用圧 力や,EDI

の普 及 に よる競 争必要性 で ある(Benjamin,etal.,1990)。 特 に,取 引相 手のパ ワーが相対 的

に強 い場合,そ の取 引相 手 の仕様 に合 ったEDIの 採 用 を要求 され るこ とがあ る(Benjamin,

etal.,1990;Rassameethes,etal.,2000;Iskandar,etal.,2001;佐 々木,2001)。

企 業 はEDIを 導 入 した後,EDIの 統 合 を進 め て い く。本論文 で は,EDIに よ る内的統合 ・

外 的統 合の状 況が,日 米 自動車 産業 におい て どの程 度進 んで い るか,ア ンケー ト調査 の結 果
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を用いて分析する。加えて,EDIの 効果 についても検証する。

本論文の構成は以下の通 りである。第2節 では,日 米 自動車産業のサプライヤー ・システ

ムの特徴 と,EDIの 統合 ・効果にかんす る仮説を構築する。第3節 は,研 究の方法 と変数の

測定について記述する。第4節 において,日 米で実施 されたアンケー ト調査の結果から,第

2節 で構築 した仮説を検証する。第5節 では,EDIの 統合 とその効果の関係について分析す

る。第6節 は,分 析結果について議論す る。第7節 において,結 論 と今後の課題 を述べる。

2サ プライヤー ・システムとEDI

2.1日 本 と米国のサプライヤー ・システム

1970年 代以降,日 本の自動車の輸出台数は年々増加 し,強 い国際競争力が注目されるよう

になった。 これ とは対照的に,米 国は自動車市場 としては世界最大規模 を誇 りなが らも,海

外からの輸入が増えた結果,米 国国内における自動車生産が減少 し続けていた。1980年 には,

生産台数で日本が米国を上回るまでになっていた。 こうした 日本 自動車メーカーの攻勢を受

けて,1980年 前後にビッグスリーは経営の危機 を迎えていた。これら経営危機 を契機にして,

米国自動車 メーカーは日本の生産方式を優れていると見なし,様 々な分野(生 産管理,労 使

関係,開 発方式,部 品調達方式)で 導入することとなった(藤 本,1997)。

したがって,米 国におけるサプライヤー ・システムも日本 自動車産業の要素 を帯びてきて

いるといえるだろう。 しか しなが ら,日 米 自動車産業におけるサプライヤー ・システムは,

いまだに対照的であると考 えられる。以下,端 的に相違点を要約 しよう(Clark&Fujimoto,

1991;Cusumano&Takeishi,1991)。

米国では,多 数の部品メーカーが価格 をべ一スにして自動車 メーカー と短期的な関係を結

ぷ。交換される情報は,価 格,要 求条件,仕 様に関するデータが中心である。

他方,日 本のサプライヤー ・システムは,米 国よ りも部品メーカーが多層に構造化されて

お り,取 引では長期的な関係を築 く。特に,1次 部品メーカーは高い設計開発能力や生産能

力を有 し,自 動車の設計 ・開発段階から自動車メーカーに関与す る。 自動車 メーカー と部品

メーカーは,人 材 を派遣 し合い,頻 繁に接触する。 日本の自動車メーカーが,部 品メーカー

のコス ト情報までも把握 していることは少な くない。

この ように,米 国よりも日本の方が情報交換を多 く行 っていて,取 引相手 との間に緊密な

関係 を築いている(Dyer,1997;Helper&Sako,1995)。 この関係は,典 型的には系列 と呼ば

れ,機 械設備 などの関係特殊的な投資や,取 引相手への資本参加 も積極的に行われる。また,

日本で発達 したJIT生 産方式は,取 引相手との協調が必要である(Nishiguchi,1994)。 「必要

なものを,必 要なときに,必 要 なだけ生産す る」JIT生 産 を実現するためには,生 産計画が

生産開始により近い段階で取引相手に伝 えられると考えられる。さらに,取 引関係 における
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実 際 の製 品のや り取 りも頻繁 に な るだ ろ う。

したが って,以 下の仮 説が導かれ る。

仮 説1-1米 国 よ りも 日本 のサプ ライヤー ・システムの方が,よ り多 くの関係 特殊 的投資 を行

って いる。

仮説1-2米 国 よ りも 日本 のサプ ライヤー ・シス テムの方が,生 産 計画情報 は,生 産 開始 によ

り近 い段 階 でサ プライヤー に伝 え られ る。

仮 説1・-3米 国 よ りも日本の サプ ライヤー ・システムの方 が,製 品 の配達 頻度が 高い。

2.2日 米 自動 車産業 におけ るEDI

以 上 の よ うに,日 本 と米 国では,そ れぞれ独 自のサ プ ライヤー ・シス テム を構築 して きた。

それ では,日 米 自動車 産業 におい てEDIは どの よ うな役 割 を担 っているだ ろ うか。

そ もそ もEDIは,1960年 代 に米国にお いて始 ま った。1980年 代 までには,米 国 自動 車産業

も含 め広範 囲の産業 にEDIは 広 まった とされ る。1990年 代 半ば 以降,ビ ッグス リー は取 引のあ
1)

る部 品 メー カー にEDIの 使 用 を強 く奨励 して きた(Kurokawa&Manabe,2002)。 他 方,日
2)

本 で は,1980年 代 半 ばか ら専用 回線やVANに よ るデー タ交換 が始 まった。

現在,自 動 車産 業 では 自動車 メー カー独 自のEDIと 業 界標 準的 なネ ッ トワー クを介 した
3)

EDIが 混 在 して いる。 同 じ自動車 メー カー で も,取 引部 品の特 性に よって使 いわけて い る可

能性 はあ る。だが,い ずれにせ よ,EDIの 効 果 を最大 限に享受 す るため にはEDIの 外 的統合

及 び 内的 統 合 が 必 要 とさ れ る(Premkumar,etal.,1994;Ramanurthy&Premkumar,

1995)。

EDIを 導 入 した企業 に とって,組 織内部 にお いて複雑 化す る業務(設 計,生 産,流 通 な ど)

全 体 り効率 性 を上 げ るため には,EDIに よ る業務 の統合化 が課題 とな る(Riggins&Mukho・

padhyay,1994;Swatman,etal.,1994)。 こ れが,EDIの 内 的統合 であ る。

外 的統合 とは,組 織外部 に ある他 企業 とのEDIを 通 じた統合化 を意味 す る。す なわ ち,EDI

を使 用す る取引相手数 の拡大や,同 一取 引相手 との受発 注 ・物 流 ・請求や支 払 とい った取 引

業務(transactionset;取 引 セ ッ ト)の 拡大 であ る(Ramanurthy&Premkumar,1995;佐 々

木,2001)。

こ こで,日 米 自動 車産業 におけ るEDIの 統 合 状況 を考 えてみ よう。EDIは,企 業 間の電 子

的 な交 換 であ る。前節 でみ たよ うに,米 国 よ りも日本の サプ ライヤー ・システムの方 が,情

報交換 を緊密 に行 ってい る。 その ため,EDIの 統 合 に対 す るインセンテ ィブが 日本 では強 く

働 くと考 え られ る。

以上 よ り,以 下の仮 説が導か れ る。
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仮説2-1米 国よりも日本の自動車産業の方が,EDIと 企業内の他の業務 との統合が進んで

いる。

仮説2-2米 国よりも日本の 自動車産業の方が,EDIの 取引セッ トは拡大 している。

2.3EDIの 効果に対する認識

すでにみてきたように,日 本 と米国では,そ れぞれ異なるサプライヤー ・システムを発展

させてきた。 したがって,EDIの 効果にかん して も,日 米ではそれぞれ異なる認識 を持って

いる可能性がある。

特定取引相手 との関係が協調的である日本の場合,EDIは 関係を改善する道具 として認識

されるかもしれない。例 えば,問 題が発生 したときに,長 期継続的な取引関係のなかで,自

動車 メーカー と部品メーカーは共同して問題解決を行 う。 日本の取引関係は,発 言型である

(Helper,1991)。Bensaou(1997)の 研究において も,日 本のサプライヤー ・システムでは

EDIと 協調的関係の関連性が強いこ とが指摘 されている。

対 して米国では,価 格 を基礎にした市場取引の要素が強い。そのため,米 国におけるEDI

の役割は,不 特定多数を対象 とした取引機会増大に関す る効果が中心的である可能性がある。

サプライヤー ・システムにおいて,何 らかの問題が発生 した場合,米 国企業は発言せずに退

出するのである(Helper,1991)。

このようなサプライヤー ・システムの特徴は,EDIの 技術的側面に影響 を与えた可能性 も

ある。基本的に取引先が固定 されていた日本のEDIは,潜 在的な取引先を求める場合に不利

になる。一方,米 国 ・欧州 ・世界標準のEDIは,デ ータ形式のルール等を社会的に広 く通用

するオープンなものにすることから始まったため,取 引先の拡大に対 して強い構造 を持って

いる(竹 田,2001)。

また,EDIは,そ の導入によって企業の組織能力を向上 させる効果があると考えられ る。

例えば,EDIを 導入 していないときよりも,導 入後の方がデータの正確 さは増すであろう。

このようなEDIの 貢献に対する認識は,日 米自動車産業に共通して存在す ると考えられる。

以上の議論 より,以 下の仮説が導かれる。

仮説3-1米 国よりも日本の 自動車産業の方が,EDIの 役割 として,パ ー トナー との関係 を改

善す る効果を認識 している。

仮説3-2日 本 よりも米国の 自動車産業の方が,EDIの 役割 として,取 引機会 を増加す る効果

を認識 している。

仮説3--3日 本 と米国の自動車産業では,EDIの 役割 として,組 織能力の向上する効果に対す

る認識に差はみられない。
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3研 究方法と変数測定

われわれは,仮 説を検証するために,米 国 と日本の両国において部品メーカーの情報技術

部門の部門長 に対 して質問票調査を実施 した。質問は,部 品メーカーのサプ ライヤーにかん

して尋ねているものと,顧 客(典 型的には自動車組み立てメーカー)に ついて尋ねているも

のがある。調査の概要 は,以 下の通 りである。

米国では,ElmGuidetoAutomotiveSountng(1999)か ら抽出 した670社 の米国自動車部

品メーカーに対 して,1999年 にアンケー トを送付 した。その結果,同 年 に76社 の有効回答が

得 られた。有効回答率 は,11.3%で ある。

日本においては,「 日本 自動車部品産業の実態98年 版」から抽出 した372社 の部品メーカー

に,2000年 にアンケー トを送った。同年,93社 か ら有効回答が得 られたため,有 効回答率は

25%と なった。

なお,仮 説の検証に用いる変数は,以 下の ように測定 した。

関係特殊的投資の程度は,質 問項 目 「どの程度,御 社 はサプライヤー とのビジネスに関連

した,設 備,人 員,株 式 といった点で投資をしてきましたか(ま った くない=1,な い=2,

どちらで もない=3,あ る=4,ひ じょうにある=5)」(5点 尺度 リカー トスケール)で 回答を

得た。生産計画情報の提供状況は,「生産計画は通常,生 産開始の約何週間前 にサプライヤー

に伝えられますか」の質問項 目によってデータを得ている。製品の配達頻度は,「平均す ると,

どの くらいの頻度で御社の典型的なサプライヤーは製品をデ リバー しますか(年 に数回=1,

月に数回=2,週 に一度=3,週 に数回=4,日 に数回=5)」 という質問項 目である。

EDIと 他の業務 との統合程度(内 的統合度)に ついては,「御社のEDIは,原 材料資源計

画(MRP)や 企業資源計画(ERP)な どの ように,他 の業務と,ど の程度統合 されています

か(ま った く統合 されていない=1,ほ とん ど統合 されていない=2,ど ちらとも言えない;

3,よ く統合 されている=4,完 全に統合されている=5)」 によってデータを得た。

EDIの 取引セッ ト統合の程度(外 的統合度)は,EDIを 通 じて顧客やサプライヤー と交換

を行う情報 について,以 下の項 目それぞれについて 「ある=1/な い=o」 で回答を得た。次 に,

それ らを合計 して,取 引セ ットの程度を算出した。項 目は,ア プ リケーション・ア ドバイス,

部品注文内示,部 品出荷通知,部 品納入通知,部 品納入指示,の5項 目である。 したがって,

取引セ ット統合程度の値は,計 算上0か ら5の 値 を取 ることになる。

さらにEDIの 効果 として,取 引関係 を改善する効果,取 引機会を拡大する効果,組 織能力

を向上 させ る効果,の3?を 考える。それぞれの内容は,以 下の通 りである。

取引関係 を改善するとは,特 定の取引相手 とのサプライヤー ・システムを,よ り効率的な

ものに変えることである。 ここでは,在 庫水準の低下,配 送コス トの削減,顧 客対応時間の
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短縮,を 取引関係改善の効果 とする。

取引機会を拡大するとは,新 規に取引先を開拓することを支援する効果である。原材料調

達コス トの削減,デ ータの標準化,顧 客の増加,サ プライヤーの増加,を 取引機会拡大の効

果 とす る。

組織能力の向上 とは,EDIに 導入による,組 織内部のプロセス改善である。例 えば,管 理

コス トの削減や開発 ・生産プロセスの改善である。企業で取 り扱うデータが,よ り正確 にな

ることも組織能力の向上 とみなす。 また,企 業全体の業績向上 もここに含めて考える。

以上の項 目の効果 を認め ることができるか どうかについて,5点 尺度の リカー トスケール

(まった く同意 しないニ1,同 意 しない=2,ど ちらとも言えない=3,同 意する=4,強 く同

意する=5>に て回答を得た。

4分 析 の 結 果

4.工 回答企業の概要

回答企業の概要を示そう。表1を 参照 されたい。 まず,日 本の回答企業の平均従業員数は

1331.3人,米 国では1230。0人である。また,顧 客数は日本が119.2社 に対 して,米 国は379.4

社 となっている。統計的に も有意に米国の方が顧客数は多い。次に,サ プライヤーの数は,

日本が166.3社 に対 し,米 国は149.7社 と米国の方が少ない。競合企業数では,日 本が13。2社,

米国は34.8社 であ り,米 国の方が数の上 では競争的な環境にある。

表1回 答企業の概要

日 本 米 国

平 均 値 平 均 値t値

[SD](N)[SD](N)

従 業 員 数1331.3人1230.0人0.34

[1562.18](N=93)[2272.11](N=74)

顧 客 数 帥119.2社 .379。4社2.56

[245.45](N=88)[915。42](N=72)

サ プ ラ イ ヤ ー数166.3社149.7社0。51

[176.08](N=92)[233.47](N=69)

競 合 企 業 数 亭●13.2社34.8社2.45

[16.66](N=93)[82。92〕(Nニ76)

t検定 韓P<0.05

4.2サ プ ライヤ ー ・シス テムの 日米比較

サプ ライヤー ・シス テムの比較分析 結果 は,表2に ま とめてい る。 まず,関 係特 殊的投 資

につい ては,日 本が3.11に 対 して,米 国 は2.31で あ る(5点 リカー トスケール)。 これ は,1%
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表2サ プ ライヤー ・システムの 日米比較

日本 米 国

平 均 値 平 均 値t値

[SD](N)[SD](N)

関 係 特 殊 的 投 資 ・軸3.112.315.41

[0.94](N=93)[0.97コ(N=76)

生 産 計 画 情 報8鱒2.859.473.89

[2.72](N=83)[15.24](N=67)

酉己達 頻 度 牟串ホ4.163.415.61

[0.70](N=93)[1.04](N=76)

t検定 串韓pく0.01

レベルで有意に差が出ている。つまり,日 本のサプ ライヤーの方が,よ り多 くの関係特殊的

な投資を行っている。 したがって,仮 説1-1「 米国よりも日本のサプライヤー・システムの方

が,よ り多 くの関係特殊的投資 を行 っている」は支持 された。

生産計画情報の伝達時期では,日 本が生産開始の2.85週 間前であるのに対 して,米 国では

9.47週 間前である(1%レ ベルで有意の差)。 したがって,仮 説1-2「 米国よりも日本のサプ

ライヤー ・システムの方が,生 産計画情報は,生 産開始 により近 い段階でサプライヤーに伝

えられる」 も支持 された。

最後に,サ プライヤーが製品を配達する頻度では,日 本が5点 尺度 で4.16で ある一方,米

国は3.41で 統計的にも有意な差がある。これは,日 本の方が米国よりも多頻度に製品 を配達

することを意味する。 したがって,仮 説1-3「 米国 よりも日本のサプライヤー・システムの方

が,製 品の配達頻度が高い」 も支持 された。

4.3内 的統合 と外的統合の 日米比較

表3外 的統合と内的統合の日米比較

日本 米 国

平 均 値 平 均 値t値

[SD](N)[SD](N)

内 的 統 合3.163.180.11

[1.05](Nニ86)[1.33](Nこ73)

外 的 統 合 く前 方)桝3.333.973.40

[1.05](Nニ85)[1.31](N=71)

外 的 統 合(後 方)串 紳1.440.812.90

[1.41コ(N=82)[1,29](Nこ72)

t検 定 桝p<0.01
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内的統合 と外的統合の比較分析結果は,表3に 示 している。EDIを 通 じた他の業務 との統

合(内 的統合)に ついては,日 米においてほとんど差はみ られず,統 計的にも有意ではない。

仮説2-1「米国よりも日本の自動車産業の方が,EDIと 企業内の他の業務との統合が進んでい

る」は,支 持 されなかった。

顧客 との取引セ ットは,日 本 よりも米国の方が拡大 している。すなわち,前 方への外的統

合は,米 国の方が進んでいる。これは,統 計的に も有意である(1%レ ペル)。 したがって,

仮説2--2「米国 よりも日本の自動車産業の方が,EDIの 取引セ ットは拡大 している」は支持さ

れなかった。

表4EDIの 効果にかんする認識の日米比較

t検 定 輔.p〈0.01・.p<0,05
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しか し,サ プライヤー との取引セ ットにかん しては,日 本の方が拡大 していて,後 方への

外的統合は進んでいることが明らかになった(1%レ ペルで有意)。

4.4EDIの 効果にかんする認識の日米比較

EDIの 効果 について,日 米の認識の違 いについては,表4の 通 りである。

まず,取 引関係改善の効果の うち,顧 客対応時間の短縮は日本の方が効果を認識 しており,

5%レ ベルで統計的にも有意である。仮説3-1「 米国 よりも日本の自動車産業の方が,EDIの

役割 として,パ ー トナー との関係 を改善する効果を認識 している」のうち,顧 客対応時間の

短縮 の効果 については仮説が支持 された。だが,顧 客への配送コス トにかん しては,む しろ

米国の方がEDIの 効果 を認識 していることが明らかになった(1%レ ベルで統計的に有意)。

次に,取 引機会拡大の効果についてみてみ よう。統計的に有意な差がみ られるのは,顧 客

の増加であ り,米 国の方が日本よ りも高い効果 を認識 している(1%レ ベルで有意)。その他

のものについては,統 計的に有意な差がみられなかった。したがって,仮 説3-2「 日本 よりも

米国の自動車産業の方が,EDIの 役割 として,取 引機会を増加する効果 を認識 している」で

は,顧 客の増加のみ,仮 説が支持 された。

最後 に,組 織能力向上の効果では,管 理 コス トの削減,デ ータの正確性向上,製 品 ・生産

プロセスの改善 において,統 計的には 日米に違いがみられなかった。 したがって,こ れ らの

効果にかん しては,仮 説3-3「 日本 と米国の 自動車産業では,EDIの 役割 として,組 織能力の

向上する効果に対する認識に差 はみられない」は支持 された。ただ し,業 績の向上について

は,米 国の方が強 く認識 していることがわかった(1%レ ベルで有意)。

5EDIの 統合 と効果の関係

EDIの 外的統合・内的統合 とEDIの 効果の関係にっいてみてみよう。EDIの 統合度が,EDI

の効果にどのように現れるか確認するためである。 ここでの分析 では,全 てのサンプルを総

合 した 「総合」 と,日 米両国それぞれのサンプル(「 日本」 ・ 「米国」)の,計3つ に分けて

考察する。
4)

まず,内 的統合 と各効果の相関分析の結果を,以 下の表5に 示す。

全てのサンプルを総合すると,内 的統合(EDIを 通 じた他の業務 との統合)が 進んでいる

企業は,EDIの 効果 として在庫水準の低下,顧 客対応時間の短縮,間 接管理コス トの削減,

製品 ・生産プ ロセスの改善,業 績の向上 を認識する傾向がある。ただ し,H本 のサプライヤ

ーは,内 的統合が進んでも在庫水準の低下 しか認識 していない。 これに対 して,米 国のサプ

ライヤーは,内 的統合が進むと,配 送コス トの削減,顧 客対応時間の短縮,顧 客の増加,間

接管理 コス トの削減,製 品 ・生産プ ロセスの改善,業 績の向上を認識す る傾 向が強 くなる。
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表5EDIの 内的統合 とEDIの 効 果

内的統合

総合 日本 米国

在庫水準の低下0.21'80。258

配 送 コス トの削減0.25辱

顧 客対応時間の短縮0.2188'0.37鱒

デ ータの標準化

購買コス トの削減

顧客の増加0。26・

サ プライヤーの増加

間接管理コス ト削減0.26..'0.32鱒

デ ータの正確性向上

製品 ・生産プロセスの改善0.22"0.26準

業績の向上0.17'0.34鱒

ピアソンの相関係数"p<0,01'p〈0.05(両 側)

この ように,米 国の方が内的統合 と成果の関係が強い可能性があることが明らかになった。
5)

次に,外 的統合 と各効果の関係 について分析結果を考える(表6を 参照)。

前方への外的統合(顧 客との取引セッ トの統合)とEDIの 効果について考察 しよう。全て

のサ ンプルを総合 して分析 したところ,前 方への外的統合が進んだ企業は配送 コス トの削減

効果のみ強 く認識する傾向がある。データの正確性 については,前 方への外的統合が進むと

効果が減少するという,マ イナスの関係にあった。 また,日 本のサプライヤーは,前 方への

外的統合が進んでいても,今 回測定 したEDIの 効果 とはどれ も関係がなかった。米国のサブ

表6EDIの 外的統合 とEDIの 効果

外的統合(前 方)外 的統合(後 方)

総合 日本 米国 総合 日本 米国

在庫水準の低下0.17寧

配 送 コス トの削減0.16摩

顧 客対応時間の短縮

データの標準化

購買 コス ト削減0.25..0.31'8

顧 客の増加0.258

サプ ライヤーの増加0.30.

間接 管理コス ト削減

データの正確性向上 一.16噛 一.26.

製 品 ・生産プロセスの改善'0.28辱

業績の向上0.30車

ビア ソ ンの 相 関 係 数 事●p<0.01.pく0.05(両 側)
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ライヤーは,前 方への外的統合が進むと,購 買コス トの削減 と顧客の増加への効果を認識す

る傾向がある。同時に,米 国のサプライヤーは前方への外的統合が進めば進むほど,デ ータ

の正確性がなくなるという結果 となった。 これは,顧 客との取引セッ トが拡大することによ

って,EDIの システム とそれを扱 う人員に混乱が生 じ,デ ータの正確性が損なわれているこ

とに起因するのか もしれない。

後方への外的統合(サ プ ライヤーとの取引セ ットの統合)とEDIの 効果では,全 てのサン

プル を総合 したものにおいて,在 庫水準の低下のみプラスの関係があった。 日本のサンプル

では,後 方への外的統合 とEDIの 効果には,統 計的に有意な関係 は認められなかった。他方,

後方への外的統合 を進めている米国のサプライヤーは,購 買 コス トの削減,サ プライヤーの

増加,製 品 ・生産プロセスの改善,業 績の向上において効果を認識する傾向がある。

以上のように,EDIの 内的統合 ・外的統合 とEDIの 効果 との関係 では,日本では関連性がほ

とんど認められないのに対 して,米 国では複数の効果 と関連性が強いことが明らかになった。

6デ ィスカッシ ョン

日本自動車産業 におけるサプライヤー ・システムは,米 国のそれよりも協調的な取引関係

であることが,仮 説1の 検証 によって確認す ることができた。つま り,情 報や製品の流れが

活発であることに くわえて,関 係特殊的な投資 もより多 く行われている。ただ し,こ の検証

は日本のサプライヤー ・システムの特徴について単なる追試 を行 ったものではない。EDIの

導入状況 を検証す るうえで も重要な意味を もっている。企業は,状 況に埋め込 まれた存在で

ある(Granovetter,1985)。 そのため,情 報技術 を活用する企業の置かれている状況によって,

EDIの 活用のされ方が異なると考えられる。

仮説2は,EDIの 内的統合 と外的統合 について検討 した。業務の統合である内的統合にお

いては,日 米で程度に差がみ られない。企業内の業務については,あ まり環境 に影響 を受け

ないのかもしれない。 しか しなが ら,外 的統合では日米で差が存在 した。表1に よれば,顧

客数は米国の方が多 く,逆 にサプライヤー数は日本の方が多い。 これは,顧 客との外的統合

は米国の方が進んでいて,サ プ ライヤーとの外的統合が 日本 と進んでいることと関係がある

可能性がある。取引相手が多い方向に,取 引セットの拡大が進んでいる。取引相手が多いと

EDIシ ステムの標準化が進み,結 果的に同一取引相手への外的統合が進む可能性がある。
ノ

EDIの 効果 について も,日 米 自動車産業の文脈が影響 を与えている。日本 自動車産業にお

いては,EDIの 効果 として,顧 客対応時間の短縮が強 く認識 されているという仮説3-1は 支持

された。これは,仮 説1の 検証結果 と整合的である。すなわち,日 本では,EDIを 既存の取

引関係の改善に効果があると考えられている。

これに対 して米国自動車産業では,仮 説3-2の うち,EDIは 顧客の増加に効果があることが1
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明 らかになった。 したがって,米 国において,EDIは 新規の取引先を開拓する効果があると

認識されている。既存の取引関係 を改善するというよりは,あ らたに取引関係 をつ くってい

くという,米 国の特徴が よく表れている。

EDIに よる業績向上の効果 は,米 国の方が 日本 よりも強 く認識されている。本節で概観 し

たように,EDIそ の ものの歴史は米国から始まっている。米国自動車産業の方が,日 本 自動

車産業 よりも,EDIの 効果を業績に結びつける能力に長けているのかもしれない。

EDIの 統合 とその効果の関係 も,日 本と米国では相違点がある。すでに述べたように,先

行研究ではEDIの 便益を享受するためには,EDIの 統合が必要であるとされている。確かに

米国では,EDIの 内的統合・外的統合を進んだ企業ほど,い くつかのEDIの 効果が認められ

る。ところが,日 本ではEDIの 統合 を進めても,EDIの 効果に結びついていない。これは,

日本の製造企業(特 に自動車産業のメーカー)が,EDIを 代替するようなコミュニケーショ

ン手段を発達 させたことと関連 しているか もしれない。

日本のサプライヤー ・システムにおいて,EDIの 内的統合 とその効果 に関連性がほとんど

認められない理由を考えてみよう。企業内の部門間コミュニケーションが,米 国企業 よりも

相対的にEDIを 頼らずに行われているのか もしれない。すなわち,米 国企業よりも日本企業

の方が,部 門を越 えたインフォーマルな人間関係が密に存在することによって,部 門間の壁

が低 い傾向があると解釈できる。

また,日 本でEDIの 外的統合 と効果 に関連性が弱い理由も同様に考 えることができる。例

えば,企 業間の対面による緊密な情報のや り取 りは,EDIに 代わって効果に影響を与える可

能性 もある。結果的に,日 本ではEDIの 統合がEDIの 効果にほとんど影響を与えていない

と考 えられるのである。

7結 論

本論文では,日 米 自動車産業 におけるサプライヤーを対象 に,サ プライヤー・システム と

EDIに かんする8つ の仮説を検証 した。その結果,日 本のサプライヤー ・システムが協調的

であるという仮説群(仮 説1-1,1-2,1-3)は 全て支持 された。次に,日 本の方がEDIの 統

合が進むという仮説群(仮 説2-1と 仮説2-2)で は,サ プライヤー との外的統合についてのみ

(仮説2-2の 一部),支 持 された。最後に,EDIの 効果にかんする仮説群(仮 説3-1,仮 説3-2,

仮説3-3)は,部 分的に支持 されたといえるだろう。

以上の仮説の検証 と,EDIの 統合 と効果の相関分析によって明らかになったことは,以 下

の4つ に要約できる。第1に,現 在においても日本は米国 よりも協調的なサプライヤー ・シ

ステムである。第2に,企 業内で完結する内的統合についてはB米 間で差はみられない。だ

が外的統合は,顧 客と進んでいる米国と,サ プ ライヤーと進んでいる日本 という特徴がある。
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第3に,EDIの 効果 として,日 本は取引関係 を改善する効果 を認識する傾向があ り,米 国は

取引機会を拡大する効果を認識する傾向がある。第4に,米 国のサプ ライヤーにはEDIの 統

合 と効果の間に関連性がい くつか認められたが,日 本の 自動車サプライヤーにおいてはほと

んど関連性がなかった。これら4つ の発見事実より,情 報技術を用いる企業の置かれている

状況によって,そ の効果は異なることが示唆される。

特 に注 目すべ きであるのは,EDIの 統合 とその効果の関係である。米国企業の方が日本企

業 よりも,EDIの 内的統合 と外的統合がEDIの 効果 と強 く結びついていた。この理由とし

て,次 の2つ の解釈が可能である。1つ めの解釈は,米 国企業の方が情報技術への投資をう

ま く成果に繋げる能力は高いというものである。EDIの 歴史的観点からみて も,米 国企業の

方が日本企業 よりも早 くEDIを 導入 してお り,その経験や学習が情報技術の活用能力に与え

る影響は大 きいはずである。2つ めの解釈 としては,日 本企業はEDIを 代替するような仕組

みを構築 してきたため,EDIの 統合 とEDIの 効果の関係が弱 くなるというものである。すで

に議論 したように,日 本では情報技術 を介さない,直 接的な対面によるコミュニケーシ ョン

が発達 していると考 えられる。また,仮 説3-1で 検証 した取引関係改善の効果の うち,配 送コ

ス トの削減 については米国企業の方が高い効果 を認識 しているの も,同 様 に考えることが可

能である。例えば,日 本では 「かんばん」によって充分 にコス トが削減 されている結果,EDI

による配送 コス トの削減効果が米国企業 よりも低かったと解釈す ることがで きる。つ まり,

日本の企業間関係のマネジメン トは米国よりも優れている面が多いといえるが,そ れ故に,

EDIへ の投資効果は米国の方が高 くなっているのか もしれない。

ただ し,本 論文では考察できなかった論点が残っている。第1に,EDIの 標準化の問題で

ある。EDIは,企 業 もしくは企業グループごとに異なるEDIが 展開された一方で,EDIの 産

業 レベルでの標準化 も推進されている。関係特殊的なEDIと 標準的なEDIは,そ れぞれ異

なる目的で使用 されているか もしれない。また,井 上(2003)の 研究によれば,標 準的なEDI

では取引の継続性 による機会主義削減のメリッ トが,関 係特殊的なEDIで は取引先の増加に

よる競争圧力の顕在化が,企 業のパフォーマ ンスを決める重要なポイン トである。今後,日

米サプ ライヤー ・システムの特徴を踏 まえたうえで,EDI標 準化の影響を検討 していかなけ

ればならない。第2に,扱 う製品の特性による達いによって,EDIの 効果 も変わる可能性が

ある。製品が特注品である場合 と,標 準品である場合 を比較 して検証する必要がある。第3

に,EDIの 統合 と取引先のパワーの関係である。既存研究で指摘 されているように,取 引先

がパ ワーを背景に取引先のEDIへ の対応 を強制するかもしれない。 日米サプ ライヤー・シス

テムにおける企業間のパワー・バランスの相違 とEDIの 効果 との関係 について も,考 察すべ

き余地がある。

これ ら3つ の論点の考察 と検証が,今 後の課題である。
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付表1相 関マ トリックス(総 合)

＼1・2・3・4・5・ ・…8・ ・・ …11・12・13・14・15・16・17・

1.1-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

2.一,071-一 一 一 一 一 『 一 一 一 冒 ■ 冒}-

3..23辱 辱一.071-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 冒 冒

4..03.00,19●1-一 一 一 。 一 一 一 一 一 一 一 一

5,.03.16-.04.33帥1-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

6,.28鱒.03.14,29騨.141-一 。 一 一 一 一 一 。 一 一

7..11-.06.04.21奪.,08917.1-一 一 一 。 一 一 一 一 一

8..04.23・.一.02.14.16寧.05.44..1。 一 一 一 一 一 一 一 一

9,.22網 一.01.22帥.21騨 一,04,10.53.●.35● ●1-一 一 一 一 一 一 一

10..05-.16.05.09-,09-.02.21鱒.18◎.250●1-一 一 一 一 一 一

11,.05-.00.04.14.13.15.46.●.46●..36● ●.121-一 一 一 一 一

12,.01.19.13.06.13.05.28● ● 。43●●.24◎.。14.33¢01-一 一 一 一

13..09-.02.05.06.13.06.35◎ 事.41● ●.31● ●.198.43脚.65鯛1-一 一 一

14,.07-.06.09.26帥.07.11.51●9.51● ◎.54● ●.11.57・..27...34鱒1-一 一

15..13-.07.10.12-,16●.06.28●..18●.44●o.43鱒 。16鱒 一.02.03.29帥1--

16.,03.00.13-.22帥.08.14.56参 ●.47● ●.55● ●.21●8.35...340..39●..47鱒,30紳1-

17,.07.23鱒.01.17.15.09.49● ●.52● ●.48● ●.19帥.50網.52...49...49.●.26槌.50櫛1

ビア ソンの相 関係数 帥pく0.01ゆp<0。05(両 側 》

(L関 係特殊的投資,2.生 産計画情 報,3.配 達 頻度,4.内 的 統合,5.外 的統合(前 方),6.外 的統合(後 方),7,在 庫水

準の低 下,8.配 送 コス ト削減,9.顧 客対応 時間の短縮,10.デ ー タの標準化,11.購 買 コス ト削減,12.顧 客 の増加,13.

サプ ライヤー増加,14.間 接管理 コス トの削減,15.デ ータの正確柱 向上,16製 品 ・生 産プ ロセスの 改善,17.業 績 の向

上)
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付表2相 関マ トリックス(日 本)

＼ ・・ 一 ・・56・-9・1・ ・ …12・1-・5・16・17・

1『1-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 薗 一 一 曽

2.,611-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

3..08,051-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

4.一.01-03-.051-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

5,.21.06-,13.24●1-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

6..220.02-.04.35帥.28◎1-一 一 一 。 一 一 一 一 一 一

7..14.06.04.25串.08.111-一 一 一 一 一 一 一 一 一

8,.09.24吻.15-.01.14,02.51零 零1-一 一 一 一 一 一 一 一

9..07.16.11-.03-,02.00.55鱒.31脚1-一 一 一 一 一 一 一

10.一.08.02.11.05.04-.06.06.22寧.021-一 一 一 一 一 一

11.一.05.13.05.09.03-.04.39...548..338..071-一 一 一 一 一

12..03,13.15-.17-.10.04.22..450.,15.19.31韓1-一 一 一 一

13..09.20.14-.08.02-.13.22辱.49.●.26零 。18.40G..67串.1-一 一 一

14..05.00.15.18-,05.02.568..40.掌.60・ 孕,04,57...18.27◎1-一 一

15..04.19.09.12.01.07.21.10,26◎.29躰.09-.09-.04.181--

16,一.04.18,05.17,04.07.56◎..41● ●.54● ●.17.19.32榊 、29鱒.37鱒.181-

17・ ・16・35鱒 ・07-・03-・02・05・43。 ● ・48◎● ・34◎◎雪・02・50。 ◎ ・42鱒 ・48串'・33寧'・07
、・25嘩1

ピア ソンの相 関係 数#pく0.01.pく0.05(両 側)

(1.関 係特 殊的投資,2.生 産計画情報,3,配 達頻度,4.内 的統合,5.外 的統合(前 方),6.外 的統合(後 方),7.在 庫水

準 の低 下,8.配 送 コス ト削減,9,顧 客対応時間 の短 縮,10.デ ータの標準化,11.購 買 コス ト削減,12.顧 客 の増加,13.

サプ ライヤ ー増加,14.間 接管 理 コス トの削減,15.デ ー タの正確性 向上,16製 品 ・生産 プ ロセスの改善,17.業 績 の向

上)
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付表3　 相関マ トリックス(米 国:

＼1・ ・・ ・・ ・・ ・… 一 ・・1・ ・11・12・1-1-17・

1,1-一}印 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一『-

2r.081-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

3..10.081-一 一 一 一 一 一 一 一 一 儘 一 一 『

4.`08`01.38●.1-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

5..08.11.20.40.81-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 朝

6,.22.17.14.28事.151-一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

7..07-.07.02.18.10.221-一 一 一 一 一 一 一 一 一

8..19.20.02.25..09.21.42●61-一 一 一 一 一 一 一 一

9..26・.06.20.37鱒.01.12.52帥.47專 ・1-一 一 一 一 一 一 一

10..20-.22.01.12-.21.02.34● ウ.15.41.事1-一 一 一 一 一 一

11..10.01-.02.18。250.31鱒.51・8.460..37.8.161-一 一 一 一 一

12,.19.17.30帥.26..25..18.37韓.36帥 。39...09.39綿1-一 一 一 薗

13..16一 量10.06.17.19.30摩.47纏.34...37.¢.19.47紳.64鱒1-一 一 一

14.塾10-.07.06,32.o.17.20.47,64..,52..,18.56ゆ ・.388●.40.01-一 一

15..18-.07.05.13-.26●.01.33.29..54.・.53韓.20.07.09.36鱒1--

16..20-.07.29・.260,04.28..57鱒.50鴨.61帥.25● ・.493●.34帥.46韓.55鱒,40..1-

17F..24..17,19.34・..15.30事,60.零.51◎ 事.72・ ・.40.寧.57...56辱 辱.58鱒.66.o,47事.,70..1

ピアソンの相 関係数　 ◎'p<O.Ol.p<O.05(両 側)

(1.関 係特 殊的投資,2.生 産計 画情報,3.配 達頻度,4.内 的統合,5.外 的統合(前 方),6.外 的統合(後 方》,7.在 庫水

準の低下,8.配 送 コス ト削減,9.顧 客対 応時間の短 縮,10.デ ータの標準化,11.購 買 コス ト削減,12,顧 客の増加,13.

サプ ライヤー増 加,14.間 接管理 コス トの削減,15.デ ー タの正確性 向上,16製 品・生産プ ロセスの改善,17.業 績 の向

上)
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注

*本 研 究 の分 析 に用 い た デ ー タの 収 集 に お い て,米 国企 業 の 調 査 は黒 川 晋 氏(Drexel

University),日 本企業の調査では延岡健太郎氏(神 戸大学)よ り助力を受け,さ らに両氏か らは

本論文への建設的なコメ ン トも頂いた。記 して謝意 を表する。また,秋 山秀一氏(奈 良大学),小

宮一高氏(香 川大学),猪 口純路氏(神 戸大学大学院),金 雲錆氏(神 戸大学大学院)よ り多 くの

助言を頂 いた。 ここに記 して,感 謝す る。 もちろん,本 研究の誤 りは筆者 に帰す るものである。

なお,本 論文 は文部科学省科学研究費補助金(課 題番号:15730186)の 助 成 を受けた研究成果の

一部である。

1)例 えばGMは,「EDSNET」 を世界的に運営 している。EDSNETで は,EDIを 通 じて2000以

上 の部品メーカー と繋が っている。フォー ドは,1998年 に 「FSN(FordSupplierNetwork)」 を

開始,4200以 上 のサプライヤーを支援 している。 さらに,フ ォー ドは近年,「eVerest」 と呼ばれ

るWebべ 一スのネ ッ トワークを稼 動 している。 また,ダ イムラークライスラーは 「Extended

EnterpriseNetwork」 というインターネッ トをべ一スにしたシステムを使用 している。このシス

テムにおいて部品メーカーは,配 送スケ ジュール,請 求,製 品にかんする情報にアクセスす るこ

とができる。詳細 については,Kurokawa&Manabe(2002)を 参照 されたい。

2)ト ヨタは,1985年 に部品メーカー との間 に「TNS-S」 の構築 を開始 した。1993年 に は240社,1997

年261社 が接続 されている。また,1992年 か らは電子カンバ ンである 「TNS--EX」 も,一 部の部品

メーカーに導入 している(呉 ・藤本,2001)。 日産,ホ ンダの近年の動向については,Kurokawa&

Manabe(2002)を 参 照されたい。

3)だ が,企 業ごとの情報 ネッ トワークの構築には問題がないわけではない。企業 ごとに独 自のネ

ッ トワークを構築することによって,ネ ットワーク間で相互 に乗 り入れが出来な くなる。 したが

って,企 業 ごとの複数のシステムを用意 しなければな らず,い わゆ る 「多端末現象」が起 きて し

まうのである。 この問題 に対応 し,1990年 代 には米国や 日本な どで業界標準のネッ トワークの構

築が開始 された。

4)表 の見易 さを考慮 し,1%レ ベル と5%レ ベ ルで有意な相関係数のみ示 している。

5)表 の見易 さを考慮 し,1%レ ペル と5%レ ベルで有意な相関係数のみ示 している。
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